
富津市における地震・津波に強いまちづくり計画（防災・安全）

平成２６年度　～　平成３０年度　（５年間） 千葉県富津市

（H26） （H28末） （H30末）
市内の拠点となる避難所のうち、デジタル防災行政無線が整備される割合
（設置割合）=（通話可能な屋外拡声子局が利用できる施設数）/（拠点となる避難所の数）

Ａ　基幹事業（都市防災推進事業）

番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H26 H27 H28 H29 H30

1-A-1 防災 一般 富津市 直接 防災行政無線ネットワーク整備事業 富津市 285.2

合計

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考

種別 種別 対象 間接 H25 H26 H27 H28 H29

合計

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H26 H27 H28 H29 H30

合計

番号 備考

市町村名

富津市

事業者
全体事業費
（百万円）

0.0%

交付対象事業

一体的に実施することにより期待される効果

事業内容
市町村名

一体的に実施することにより期待される効果

要素となる事業名
事業実施期間（年度）

（延長・面積等）

事業内容

事業者

全体事業費
（百万円）

事業者 要素となる事業名
市町村名

港湾・地区名

全体事業費
（百万円）

番号

番号

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

Ａ 0百万円0百万円

事業内容

（延長・面積等）

実施設計一式・固定局1局・基地局1局・中継局1
式・子局18局他

平成25年11月30日

計画の目標
計画の期間

社会資本総合整備計画

Ｃ

　富津市は、南北に約40キロメートルの海岸を有し、沿岸で10メートル級の津波が発生した場合に海岸線を中心に大きな被害を受けることが想定されており、山間部については土砂崩れ等により、孤立する危険性がある。
　このため、情報伝達・情報収集手段である防災行政無線の更新を計画的に行い、拠点避難所における情報の孤立を防ぐため市役所との通信(ネットワーク）を実現し、安全で安心な市民生活を確保する。

　　計画の成果目標（定量的指標）

Ｂ全体事業費 285.2百万円

計画の名称

交付対象

　　定量的指標の定義及び算定式
当初現況値

285.2百万円

備考

・防災行政無線ネットワークデジタル化により、迅速かつ的確な情報提供を受けることができる拠点避難所（隣接する避難所は除く。）の割合を０％（H26当初）から100％（H30末）に増加させる。

要素となる事業名

（事業箇所）

最終目標値中間目標値

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

0%

定量的指標の現況値及び目標値

11%

効果促進事業費の割合

100%


